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○議長（黒沢義久君） 次，２０番小林英機君の発言を許します。 

〔２０番 小林英機君登壇〕 

○２０番（小林英機君） ２０番小林英機でございます。発言通告順に従いまして，一般質問を

いたします。 

 まず最初に，小中学校のバス借り上げについて。 

 １，教育委員会の所見について。教育委員会の会議は，定例会と臨時会に分かれ，定例会は毎

月第３月曜日となっております。７月，８月の定例会は開かれたと思いますが，小中学校のバス

借り上げにおいてどのようなことが話し合われたのか，ご所見をお願いいたします。 

 ２として，６月定例会における小中学校のバス借り上げについて。同僚議員の質問に対し，一

部資格のない業者がいて，その件については市の顧問弁護士と相談する旨の総務部長のご答弁が

ありました。その後どのようになったのか，ご答弁をお願いいたします。 

 ３として，平成１９年度のバス借り上げは，各学校の判断で業者を選定していたとのことです

が，常陸太田市物品調達等審査会において有資格者が決定され，その名簿が教育委員会に送付さ

れ，さらにそれが各学校に通知をされていれば，業者の不正または不誠実な行為というのは避け

られたと思います。バス代金の額は一般的には高額ではありませんが，道路運送行為を伴うもの

であり，児童生徒の生命，身体の安全を図るために，今後は契約管財課で厳重な資格者チェック

をし，再発防止を図るべきものと考えますが，副市長のご所見をお願いいたします。 

 ４，無資格業者による行政処分について。さきの無資格業者による行政処分がなされたと伺っ

ております。事実の概要及びその理由についてお伺いをいたします。 

 ５として，地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２３条第９号は，児童生徒の安全に関

することが教育委員会の権限とされております。そして第２５条は，教育委員会及び地方公共団

体の長は，児童生徒の安全に関する事務について法令に準拠しなければならないと規定しており

ます。ここから，教育委員会及び地方公共団体の長は，児童生徒の安全について法令に準拠した

配慮義務が発生するものと考えます。無資格業者がバス借り上げを行った際，許可証や登録証の

提示を求めなかったこと，また，７カ月ぐらいの期間，無資格業者と知らずにバス借り上げ行為

が継続して行われたことなどから，安全配慮について十分ではなかったのではないかと思います。

児童生徒の父兄及び市民に対する謝罪の観点から市長のご所見をお願いいたします。 

 次に，河内小学校，佐都小学校，瑞竜小学校の統合問題についてお尋ねいたします。 

 河内小学校，佐都小学校，瑞竜小学校の現在の児童数はどのくらいなのか。また，５年後の児

童数の予測はどのようなものかお尋ねをいたします。 

 ２として，統合までの現在の進捗状況については，先ほどの同僚議員の質問である程度理解い

たしました。今までＰＴＡ役員や保護者との懇談会をして，今後も保護者との懇談会を推進して

いくとのご答弁でしたけれども，これまで何回ぐらい懇談会を行われたのか。また，その内容等

についてお伺いいたします。 

 ３として，統合の形態が今後どのようなものになるかわかりませんが，仮に３校が機初小学校

に統合されると仮定した場合，機初小学校に３校の児童のための統合に必要な教室は確保される
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のかどうかお尋ねいたします。 

 ３番目として，常陸太田市木造住宅等建築助成金事業についてご質問をいたします。 

 第１として，常陸太田市の面積３７2.０１平方キロメートルのうち，森林面積は何平方キロメ

ートルで，市の面積の何％を占めているかお尋ねいたします。また，市の助成金制度は，人工林

を対象としておりますので，森林面積のうち何％がスギ，ヒノキなどの人工林なのかお尋ねをい

たします。 

 ２として，助成金制度が新設された理由は何なのかお尋ねいたします。 

 ３として，助成金制度の交付対象者，そして交付対象住宅，助成金の額についてお尋ねをいた

します。 

 ４として，建築数内訳について，平成１９年度から平成２０年度の申請件数はどのくらいあっ

たのか。次に，建築件数構造別内訳として，平成１９年度から平成２０年度の木造，鉄骨づくり，

その他についてお尋ねをいたします。 

 次に，地域材住宅助成事業の申請件数について，平成１９年度，平成２０年度の申請件数と助

成事業についてお尋ねいたします。申請率はどのくらいなのか。 

 次に，申請者の状況についてお尋ねいたします。平成１９年度から平成２０年度，申請者は何

名くらいなのかお尋ねいたします。 

 最後に，事業実績についてお尋ねをいたします。 

 平成１９年度から平成２０年度の助成金額と延べ床面積はどのくらいなのかお尋ねをいたしま

す。 

 以上で１回目の質問を終わります。 

○議長（黒沢義久君） 答弁を求めます。市長。 

〔市長 大久保太一君登壇〕 

○市長（大久保太一君） 小中学校のバス借り上げについてのご質問の中で，市長の所見という

ことでございます。質問の順序とは順番が変わってしまいますが，ご答弁を申し上げたいと思い

ます。 

 まず，市長としての所見でございますが，小中学校のバス借り上げについて，市の規定による

資格証明書の添付の確認や審査並びに法に定められた資格の確認を怠ったことはまことに遺憾で

あります。関係職員並びに業者を処分したところであり，今後は市民の安全確保の観点から，適

正な事務処理を期するよう徹底を指示したところでございます。 

○議長（黒沢義久君） 副市長。 

〔副市長 梅原勤君登壇〕 

○副市長（梅原勤君） 小中学校のバス借り上げについての資格者チェックについて，私へのご

質問にお答えをいたします。 

 これまでの反省の上に，平成２０年度からは適正な審査に努めているところでございます。今

後とも審査会において，市規定による資格証明書の添付の確認及び審査並びに法に定められまし

た資格の確認等を適正に審査してまいります。 
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○議長（黒沢義久君） 総務部長。 

〔総務部長 川又善行君登壇〕 

○総務部長（川又善行君） 小中学校のバス借り上げについてお答えを申し上げます。 

 まず，小中学校のバス借り上げに係るその後の対応ですが，顧問弁護士と相談したところ，業

者については，市に損害を与えているわけではなく処分は難しいとの見解でございましたけれど

も，物品調達等契約に係る指名停止措置要領に基づく指名停止措置に該当すると判断しまして，

２カ月間の指名停止の措置を講じました。また，関係職員については，故意的なものではなく，

業務遂行上のミスであるため，処分については考える必要がないとの見解でございましたが，職

員処分審査員会において審議し，資格申請の際，必要となる書類の添付を確認せずに登録決定を

した行為について，物品調達等審査会の委員長でございます副市長及び副委員長である総務部長

を管理監督者として厳重注意処分としたところでございます。 

 また，小中学校に対し，業務委託契約を行う際，市の入札参加資格登録業者から選定するとい

う適切な指導を行わなかった教育次長を，管理監督者として厳重注意処分をしたところでござい

ます。 

 さらに，バス借り上げ代金の返還については，委託業者が委託業務を履行されているため借り

上げ料を支払ったものであり，返還請求の必要はないとの見解でございましたので，返還を求め

ないこととしたところでございます。 

 次に，業者に対する処分の概要でございますが，指名停止理由は，平成１９年４月１４日から

平成１９年１１月２０日までの間，市立小中学校が発注しましたバス借り上げ業務において，旅

行業法３条の規定に基づく登録を行っていないにもかかわらず，バス会社へ取り次ぎ業務を行っ

たことによるものでございまして，期間は平成２１年７月１日から平成２１年８月３１日までの

２カ月間とし，市のホームページに掲載したところでございます。 

 以上です。 

○議長（黒沢義久君） 教育長。 

〔教育長 中原一博君登壇〕 

○教育長（中原一博君） 小中学校のバス借り上げについてお答えいたします。 

 教育委員会の職員についてでございますが，６月に開催されました市教育委員会定例会におい

て，６月議会の一般質問でございました小中学校のバス借り上げの件について報告させていただ

きました。また，その席上，今後バス借り上げについて適正に執行することについて，教育委員

会事務局の考え方を教育委員に説明し，了解を得たところでございます。 

 次に，河内小学校，佐都小学校，瑞竜小学校の統合問題についてのご質問にお答えいたします。 

 まず，児童数の現状と推移についてでございますが，河内小学校の児童数につきましては，現

在，１学年２人，２学年４人，３学年６人，４学年９人，５学年９人，６学年１５人，計４５人

であり，５年後の平成２６年度には，１学年３人，２学年３人，３学年３人，４学年３人，５学

年３人，６学年２人，計１７人になる見込みでございます。 

 佐都小学校の児童数につきましては，現在，１学年１４人，２学年１１人，３学年６人，４学
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年１２人，５学年１５人，６学年１５人，計７３人であり，５年後の平成２６年度には，１学年

６人，２学年７人，３学年７人，４学年７人，５学年７人，６学年１３人の計４７人になる見込

みでございます。 

 瑞竜小学校の児童数につきましては，現在，１学年１１人，２学年９人，３学年９人，４学年

８人，５学年９人，６学年９人，計５５人であり，５年後の平成２６年度には，１学年４人，２

学年９人，３学年６人，４学年９人，５学年８人，６学年１６人，計５２人になる見込みでござ

います。 

 このようなことから，ますます減少化が進みますので，この３校について平成２０年度から，

学校ごとに２回ずつ，ＰＴＡ役員及び保護者の全員を対象とした懇談会を実施し，保護者のさま

ざまな意見を聞きながら，統合に向けた理解を得られるよう努めてまいりました。その懇談会の

中では，児童数がどんどん減少し，このままでは統合は避けられない，あるいは統合する場合，

３校以外の学校との統合は考えられないのか，統合する場合には地元の学校施設を使ってほしい，

どんなに小さい学校でも現在の学校を残してほしい，統合すると通学距離が長くなるので，スク

ールバス等，交通手段を確保してほしい等々のご意見をいただいているところでございます。 

 平成２１年度につきましては，懇談会で出された意見等を踏まえながら，教育委員会内部で事

務的な調整を進めており，今後，再度保護者との協議を重ねていく予定でございます。その後，

３校合同の保護者懇談会等も行ってまいる予定でございます。 

 また，保護者との懇談会においては，３校以外の機初小学校や誉田小学校との統合についても

ご意見が出ており，これらを含めまして協議し，統合をできるだけ早く，よりよい形で推進して

まいりたいと考えております。 

 次に，仮に３校が機初小学校と統合した場合，現在の機初小学校に必要な教室は確保できるの

かというご質問にお答えいたします。 

 仮に，現在統合したとしまして，４校合計の児童数は，１学年が１００人で３学級，２学年が

７７人で２学級，３学年が９３人で３学級，４学年が１０６人で３学級，５学年が１１１人で３

学級，６学年が１３５人で４学級，計１８学級ですので，現在の機初小学校で必要な教室は確保

できる見込みでございます。 

○議長（黒沢義久君） 産業部長。 

〔産業部長 赤須一夫君登壇〕 

○産業部長（赤須一夫君） 常陸太田市木造住宅建築助成制度についてお答えいたします。 

 まず１点目の，森林面積等に係るご質問でありますが，市森林面積は２３9.０７平方キロで，

全体面積の６4.２６％を占め，その６9.２５％がスギ，ヒノキ等の人工林となっております。 

 続きまして，この制度の目的でありますが，林業の振興と地域産業の育成を図るため，住宅等

の新築，増築時において，地域産材の活用を推進することを目的とし，制度化をしたものであり

ます。 

 助成内容といたしましては，市内に自らが居住する住宅，または市内に住所を有する方が，使

用する物置等を市内で生産，加工された木材を２分の１以上使用して建築した場合に，住宅に関
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しましては，床面積１平方メートルにつき 5,０００円，物置等につきましては，１平方メートル

につき 3,０００円を助成するものであります。 

 なお，住宅については３０万円，物置等については１５万円の限度額を設けるとともに，市外

建築業者が施行した場合は，それぞれの２分の１の額を助成するものであります。 

 事業実績としましては，当市の住宅分にかかわる建築状況は，平成１９年度が新，増築合わせ

て２１６件，平成２０年度が２０６件となっており，それを構造別に分けますと，平成１９年度

につきましては，木造が１９９件，鉄骨づくりが１６件，その他１件，平成２０年度は，木造が

１８６件，鉄骨づくりが１８件，その他２件となっております。 

 当制度の利用状況としましては，新，増築合わせて，平成１９年度は，住宅１９件，8.８０％，

平成２０年度は，住宅２０件，9.７１％となっております。また，申請者の状況につきましては，

平成１９年度においては，市内の方が１８名，市外から市内への方が１名，県内から市内への方

はなしとなっております。平成２０年度におきましては，市内の方が１６名，市外から市内への

方が３名，県外から市内への方は１名となっております。 

 また，平成１９年度の住宅に関する助成金としましては４３８万円，延べ床面積 2,０１3.４４

平方メートル，平成２０年度の助成金は５４６万 9,０００円，延べ床面積 2,２５2.７８平方メー

トルとなっている状況にあります。 

 以上でございます。 

○議長（黒沢義久君） ２０番小林英機君。 

〔２０番 小林英機君登壇〕 

○２０番（小林英機君） ご答弁ありがとうございました。２回目の質問に入ります。 

 小中学校のバス借り上げについては理解をいたしました。 

 河内小学校，佐都小学校，瑞竜小学校の統合問題についてですが，前教育長，そして現教育長

は，１学年の児童数の適正規模は２０人から３０人と述べられております。私も全く同感であり

ます。統合は児童のための統合でありますので，今後，父兄やＰＴＡの役員との話し合いには，

そのことを第一に考えて進めていただきたいと思います。また，５年後に統合問題が再発生する

ということのないよう要望いたしておきます。 

 次に，建築助成金ですけども，常陸太田市木造住宅等建築助成金事業ですが，会派で愛媛県西

予市の産材木造住宅建設促進事業を行政視察してまいりました。その関連から２回目の質問をい

たします。 

 第１に，事業主体について。 

 本市の場合は，助成金交付要綱によれば，市内に自らが居住住宅を新築または増築を行うもの

とあります。西予市の場合はそれだけではなく，自ら居住するために市内に建設された対象住宅

を購入する市民を事業主体に含むとあります。本市の運用状況はどのようなものかお尋ねをいた

します。 

 次に，補助対象住宅について質問をいたします。 

 本市の場合，新築または増築に用いる木材の量の２分の１が地域材であるのに対しまして，西
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予市の場合は，在来工法による住宅で，住宅部分の面積が５０平方メートル以上とあります。工

法の制限をしなかった本市の理由についてお尋ねいたします。 

 次に，本市の場合，施工業者は市内の業者に限定しておりません。西予市の場合は，西予市内

に住所を有する施工業者により建設される，または建設された住宅と限定をしております。つま

り，施工業者を市内の業者に限定しているのであります。この制度の目的が，林業の振興等地域

産業の育成を図るためとあり，地域産業の育成を図るのは重要な目的の１つであります。その観

点から言えば，西予市の場合のほうがより目的に近いと思いますが，ご所見をお願いいたします。 

 最後に，補助金の算出についてお尋ねをいたします。 

 本市の場合，建物の床面積１平方メートルにつき５００円，限度額３０万円とあります。西予

市の場合，使用された西予市産材の体積に補助単価１万 2,０００円を乗じた額で，５０万円を上

限としております。地域材をどれだけ使用したかの算出ですが，片方は立法メートル，もう一方

は平方メートルを単位としております。その理由についてお尋ねをいたします。 

 以上で第２回目の質問を終わります。 

○議長（黒沢義久君） 答弁を求めます。産業部長。 

〔産業部長 赤須一夫君登壇〕 

○産業部長（赤須一夫君） ２回目のご質問にお答えいたします。 

 まず１点目の，補助の対象者を市外から当市に住居を構える方についても対象とすべきではな

いかというご質問でありますが，当市の制度におきましても，住宅につきましては，市外の方が

新たに市内に建築する場合については該当をさせているところでございます。 

 ２点目の，住宅等の建築について，工法の制限がない理由ということでございますが，地域材

を２分の１使用して建築する工法としましては，在来の工法が主であるとの考えも持っておりま

すけれども，他の工法によっても建築資材が２分の１使用される可能性があるものと考えられる

ため，より広く利用しやすい形をとりまして，制度を設けなかったものでございます。 

 第３点目の，施工業者を市内の業者に限ってはどうかということでございます。建築される方

にあっては，市外の業者に発注する方もおられるため，市民に対する有利性を位置づける観点か

ら２分の１を補助できることとし，より広く利用を促進することとした結果であります。 

 ４点目の，補助額の算出の方法を使用された地域材の体積によってはどうかというご質問にお

答えいたします。 

 当市については，申請時に建築業者作成の木拾い帳を提出していただき，精査をし，助成要件

を満たす場合には，延べ床面積に助成単価を乗ずる方式をとっているものであります。近隣にお

いて木造住宅建築助成制度を実施している市町村は，常陸大宮市，大子町となっておりますが，

助成単価等は異なるものの，延べ床面積を基準にする方法は同様となっているところであります。

このことから，近隣に合わせた内容をとらえまして協議をし，決定をした内容でございます。 

 以上でございます。 

○議長（黒沢義久君） ２０番小林英機君。 

〔２０番 小林英機君登壇〕 



 ４５

○２０番（小林英機君） ご答弁ありがとうございました。３回目の質問をさせていただきます。 

 先ほどの部長答弁では，市内の業者に限らないということでありましたが，この助成金制度の

目的は，家を建てる市民のためのものじゃないんですね。林業保護と地域産業保護というのが大

きな目的であります。そういう観点からは，施工業者を市内の業者に限るとしたほうがいいので

はないかと思います。 

 次に，本市の森林面積は，市の面積の６４％を占めており，人工林はその７０％を占めており

ます。山に対する補助は数多くありますが，木材の利用促進を図るための補助はありませんでし

た。林業の振興と地域産業の育成を図るため，住宅等建築における地域材の活用を推進する目的

の常陸太田市の制度はすぐれた制度であると思います。また，本市は物置にも適用されることに

なっておりますので評価されると思います。 

 建築産業の景気低迷の今，この制度はもっと活用されてしかるべきと思います。しかし，この

制度を知らない人が多いのも事実であります。そのためには，市民にこの制度があることをもっ

と周知すべきかと思いますが，その点のご所見をお願いいたします。 

 以上で私の一般質問を終わります。 

○議長（黒沢義久君） 答弁を求めます。産業部長。 

〔産業部長 赤須一夫君登壇〕 

○産業部長（赤須一夫君） ３回目のご質問にお答えいたします。 

 この制度につきましては，４月と１２月に発行されます広報紙及び市ホームページへの掲載，

また，市内林業関係者等へのチラシを利用した制度周知を行っているところでございます。しか

しながら，議員の発言された内容を解消するに当たりまして，今後の周知のあり方について研究

をし，より一層の周知の徹底を図ってまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 


